
章 款 項 目

昭和

令和

58始期

終期

市からの文書等の配布・回覧、行事等への積極的参加など市政の推進に多大な貢献・協力をいただいてお
り、その運営補助として交付。

◎町内会・自治会の主な活動内容
　行政文書の周知、回覧、イベント活動（スポーツ大会など）、環境美化活動（市民清掃、町内消毒な
ど）、福祉活動（敬老会、独居老人の声掛けなど）、防犯活動（自主防災活動、防犯パトロールなど）、地
域独特の活動（精霊流し、地域の伝統芸能）

町内会・自治会

前年度繰越金

次年度繰越金
（②－①）

その他雑収入

②
歳
入
内
訳
（

千
円
）

事
　
　
業
　
　
の
　
　
概
　
　
要
　
　
等

補 助 金 交 付 の
対 象 （ 団 体 名 等 ）

実
施
期
間

町内会・自治会内の新睦・融和、環境美化活動、福祉活動、地域文化の伝承等により、生活をより豊かで潤
いのあるものとし、同時に市民主体のまちづくりに取り組むことを期待するもの。

事業の背景及び概
要（現状、課題）、ま
たは交付団体の活
動目的、活動内容
など

基
本
事
項

0903

年度から

年度まで

町内会・自治会運営費補助金

予　算
科　目

2

実施を義務付ける規定

1

　　　　　　　　年度
区分

①　団体等事業費
(千円）

補助金交付額(千円）

30

補助金の使途
についての特
記事項等

関 連 す る 市 勢 振 興
計 画 の 基 本 計 画

目
標

施
策

区　分

根 拠 法 令 等 　島原市町内会・自治会運営費等補助金交付要綱

年度

事 務 事 業 評 価 票 [ 市 単 独 補 助 金 ] 4 年度令和

担当課 市民協働課

整理番号

1

補 助 金 （ 事 業 ） 名

21,865

会 費 等

市 補 助 金

補助金交付内容等

〈 積 算 基 礎 等 ）

世帯割：町内会・自治会加入世帯数×１，２００円
均等割：２５，０００円

実　績

金　額

実　績

年度

その他の助成金

21,157

事
 

業
 

費
 

等
 

の
 

推
 

移

3

－

年度の当該団体等の事業費の主な内訳  (市補助金が充当されていると思われるものから順に記載)  （単位：千円）

－

金　額項　　　　　　　目

－ －－

項　　　　　　　目

予算額

21,865 21,637 21,342

実　績

年度

実　績

32 年度

21,157

31

21,637 21,342

21,200

目 指 す 成 果

〈交付対象団体等をどの
よう な状 態に した いの
か ）

21,200

年度4

継続 新規

あり なし



◎１次評価（自己評価）

（ ）

（ ）

◎２次評価

◎３次評価

予算措置額の増減：

備
考

⇒ -120

備　　考

　町内会・自治会は地域コミュニティの根幹であり継続的な支援が必要であると考えるが、今後設立予定の「まちづくり協議
会」の「モデル地区」を通して、町内会・自治会とのすみ分けや行政とのかかわり、また補助金の在り方などを検討してもらい
たい。

判　　　定

評　価　結　果　を　踏　ま　え　た　次　年　度　予　算　へ　の　反　映　状　況　　（☑）

○視点別分析
視　  　　　　点 現　状　分　析 説　　　　　　　　　　　　明

② 市 の 関 与 の 必 要 性
町内会・自治会は地域コミュニティの根幹であり、継続的な支援が必要で
あると思われる。

① 助 成 事 業 の 効 果

③ 団 体 の 事 業 内 容 や

助成の在り方等の見直し
の

総 合 評 価

判
　
定

行政文書の周知、回覧等のほか、町内会長・自治会長の負担となっている
事務の負担軽減により、補助額等の見直しなどを検討する余地はある。

　必要性

  Ｂ　見直しのうえで実施

○総合評価と今後の方向性

備　　考

見
直
し
の

方
向
性

行政文書の周知、回覧等のほか、町内会長・自治会長の負担となっている事務の負担軽減により、補
助額等の見直しを検討する。

判　　　定

　今後の課題と見直しの
　方向性（総合評価判定が
  Ｂ１～Ｂ４の場合）

課
 

題
構成員の高齢化や会員の減少等

構成員の高齢化や会員の減少に伴い、１人あたりの負担が大きくなっており、町内会・自治会は地域
コミュニティの根幹であり、継続的な支援が必要であると思われる。

個人の価値観の多様化による地域コミュニティの希薄化、構成員の高齢化
や加入率の低下等により、１人あたりの負担が大きくなっており、会の運
営に欠かせないものとなっている。

千円

休止･廃止の具体的方向性

判
定
理
由

意図した効果があがっている

ある程度効果がある。

あまり効果がない

分析できない

事業効果は後年度

必要性は薄れていない

少し薄れている

薄れている

不明

該当しない

見直しの必要はない

検討の余地はある

見直しの必要あり

補助額の削減

B1 事業規模の拡大 B2 事業規模の縮小

B3 事業内容の改善 B4 その他の見直し

Ａ 継続(特段の見直しは行わない）

Ｃ 休止（隔年実施など）

Ｄ 廃止（終期の設定も含む）

補助額の増加 補助の休止若しくは廃止 現状維持


